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最近の中国からの訪日旅行動向について 

日本政府観光局（以下、ＪＮＴＯ）の発表では、２０１７年の訪日外客数

は、前年比１９．３％増の約２，８６９万１千人となり、ＪＮＴＯが統計を取

り始めた１９６４年以降、最多の訪日者数となったとのことです。 

市場別では、主要２０市場全てで過去最高を記録し、中でも、中国(約７３

５万６千人)と韓国(約７１４万人)は、全市場で初めて７００万人台に達した

ほか、これに台湾と香港を加えた東アジア４市場では、前年比２１．９％増の

約２，１２９万２千人となり、訪日外客数全体の７０％以上を占めたとのこと

です。 

 

中国市場における好調は、航空路線の拡充や査証要件の緩和に加え、ＪＮＴ

Ｏを始めとした日本の観光産業界によるこれまでの継続的な様々な取り組み、

また旅客のＦＩＴ化（個人旅行化）・訪日目的の多様化といった市場の変化に

合わせた、地方の魅力の訴求等の取り組みの成果であろうと思います。 

 

訪日査証（ビザ）の件数からも、中国からの訪日旅行需要の動向が見て取れ

ます。上海市を含む華東地域を管轄する在上海日本国総領事館は、全世界の日

本の在外公館の中で最もビザ発給件数が多い在外公館ですが、同館によれば、

２０１７年に発給した訪日査証（ビザ）の件数は、前年比６．１％増の１８５

万４，８８７件で、過去最高記録となったとのことです。 

そのうち、個人観光ビザは前年比２４．５％増の約１２６万件と大幅に伸び

たのに対し、団体観光ビザは２１．２％減の約４６万４千件弱となり、中国、

特に華東地域の沿岸都市部において、ＦＩＴ化が顕著であるという結果が現れ

たものと捉えられます。中国他地域を管轄する北京大使館・広州総領事館・重

慶総領事館のビザ発給件数においても同じ傾向が見られ、個人観光ビザ６割に

対し、団体観光ビザの発給件数は４割程度に留まるとのことでした。 



 

また、中国各地域の訪日旅行を取り扱う主要な旅行会社１４６社に対して在

中国のＪＮＴＯ３事務所（北京・上海・香港）が合同でアンケート調査を行

い、その結果をまとめた「第５回ＪＮＴＯ中国３事務所合同中国訪日旅行市場

動向調査（２０１８年）報告書」によれば、２０１８年の訪日中国人客数の見

込みは、７７％の旅行社が「増加」と回答したとのことで、昨年の５９％から

大きくポイントを上げました。逆に訪日中国人客数が「減少」すると見込んだ

旅行社は７％に留まり、昨年の２１％から大幅に減少しました。送り出し側で

ある中国の旅行社は、概ね、２０１８年も引き続き訪日旅行市場の拡大が見込

めるとの予測をしているようです。 

 

アンケートへの旅行社の回答の内容を見てみると、「増加を見込む」と回答

した主な要因としては、良好な日中関係及び経済環境等が挙げられた他、最も

多くのポイントを得た回答は、「高品質な商品（深度遊＊含む）や多様な商品

の開発」でした。 

＊深度遊：従来に比べより体験に重点をおいた観光 

 

また、２０１８年に販売に注力する目的地（旅行商品）という設問（複数回

答可）では、販売に注力すると回答した旅行会社の割合の多い順に、１位「北

海道」（９４％）、２位「定番ルート（ゴールデンルート）」（９２％）に続

き、本県を含む「中部・北陸（昇龍道含む）」（８４％）が３位となりまし

た。 

「中部・北陸（昇龍道含む）」は、昨年の５位からのランクアップであった

とのことで、２０１７年からＪＮＴＯ中国内事務所が同地域を重点ディスティ

ネーションと位置づけて各種プロモーションを行ってきた成果であると考えら

れます。また上海には、当産業情報センターも含め、中部・北陸地域のうち６

県（石川県・福井県・長野県・岐阜県・静岡県・愛知県）が駐在員を配置し事

務所を設置していますが、このＪＮＴＯにおける中部・北陸地域の重点ディス

ティネーション指定及び各種プロモーションと呼応し、同地域への観光誘客の

増加を図るために、「チーム昇龍道」として一丸となり、６県事務所共同で北

京や広州、上海等の大都市圏を中心に旅行博覧会出展等の取り組みを強化し、

同地域の認知度の向上、観光の魅力ＰＲに努めているところです。 

 



続けて、旅行のテーマ別に動向を見てみると、２０１８年に増加が期待でき

る訪日旅行のテーマという設問では、１位「親子旅行」（６６％）、２位「ス

キー・雪遊び」（６２％）、３位「教育旅行」（５７％）、４位「温泉」（５

６％）、５位「美食」（５３％）という順位であったとのことでした。 

海外旅行市場の中心となる「８０后（ばーりんほう）」と呼ばれる１９８０

年代生まれの世代が子供を持つ年齢層となっていることから、親子旅行が一番

期待できるテーマとして挙げられる結果となりました。 

 

上述した「訪日旅行増加見込みの要因」において、「高品質な商品（深度遊

含む）や多様な商品の開発」が最も多くのポイントを得たという結果、また、

テーマから見て親子旅行やスキーが上位にランクインしていることが示してい

るのは、単なる観光地での見物のみならず、いわゆる「体験」を重視する傾向

が強くなってきているということであろうと考えられます。受け手側の観光地

としては、これらのニーズに対応するメニューを揃えることと、ニーズに対応

できるメニューの存在を消費者や旅行社へ届けるべく情報発信を行うことが、

重要であると考えられます。 

 

また、そのような定番観光から体験重視へのシフト、団体旅行から個人旅行

へのシフトを受けて、地域の観光地で更なる誘客を図るためには、空港や都市

部の駅からの二次交通のインフラ整備や、公共交通手段の有無や利用の仕方を

多言語で案内する体制の整備、また例えインフラ整備が無理であったとして

も、モバイルアプリ等を通じて観光客を誘導できる仕組みの構築等、当たり前

ですが「観光客が実際にその地域にたどり着けるようにする」ことが求められ

ます。 

 

例えば、筆者も中国内を旅行する際、ほとんどの場合は個人自由旅行であ

り、自分でアプリを使ってＯＴＡ（オンライントラベルエージェント、インタ

ーネット上で取引を行う旅行会社）で航空券やホテルを予約し、地図アプリで

観光地へ行く手段や所要時間を調べ、また攻略サイトやブログで実際に現地へ

行った人の投稿した情報を見るなどして、ある程度事前に、現地へたどり着く

ための算段をつけます。その上で、公共交通が存在していなかったり、あった

としても貧弱で利用が現実的でない場合、また文化施設の見学や体験のように

母国語である日本語によるガイドがあった方が有益である場合等は、旅行社で



現地ツアー（車やガイドのチャーター等）を手配し、部分的に行程に組み入れ

て対応しています。 

 

中国人のみならず諸外国人が個人で日本を旅行する際、二次交通がないこ

と、あってもその情報にたどり着けないことは、地域に誘客するうえで非常に

大きな障壁となっています。中国では、この障壁の解決手段として、非常に多

くの情報が得られる上に実際にオプショナルツアー等の手配も可能な各種攻略

サイトや、他にも実用的なアプリが多数存在していますが、これらの利便性を

日常的に享受している人達が日本を訪れているわけですから、受け手側として

は、単なる観光情報を発信するだけでなく、併せて、交通手段等の現実的かつ

細やかな情報を、実効性の高い手段を用いて発信し、訪日外客に届けることが

求められています。 

 

以上、昨今の数字の上での変化から、中国の訪日旅行市場のＦＩＴ化、ニー

ズの変化についてご紹介しました。 

次回は、それらの変化を踏まえて、上海における当センターの活動や、当セ

ンターが参画したイベントについて、詳しくレポートしたいと思います。 
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